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Ⅰ　総　　　　　　　説



１　沿　　　革
　

　昭和21年に保健衛生業務が都道府県の衛生部所管となったことに伴い、公衆衛生の向上を図るため

同24年に「京都府衛生研究所」が設置。その後、環境対策の推進を図るため、同46年に京都府衛生研究

所から「京都府公害研究所」が分離・設置された。

　昭和51年５月に両研究所を統合し、新たに「京都府衛生公害研究所」として、両研究所の所在地であっ

た京都市東山区東大路通五条上るで業務を行っていたが、研究所整備計画に基づき、同54年６月に現在

地に移転した。

　また、平成５年11月の環境基本法の制定を機に「公害」から「環境」全般について、更に「公衆衛生」

から「保健衛生」に幅広く対応していくため、同６年６月に名称を「京都府保健環境研究所」に改め、

現在に至っている。

　さらに、府と京都市が研究所の共同整備を進めることとなり、平成29年10月から現在地での新しい研

究所棟の建設を進め、令和元年８月に完成。同年12月21日には開設記念式典を行い、「京都市衛生環境

研究所」とともに、新築の建物においての研究所業務を開始した。

　昭和 24．７　京都府衛生研究所を設置する条例（昭和24年京都府条例第37号）公布施行

（設置条例は昭和 37 年で廃止され、京都府組織規程に基づく地域機関となる。）

　昭和 24．10　京都府衛生研究所が府庁内に発足

　昭和 31．１　京都市下京区西大路名倉町37の14に移転

　昭和 37．５　京都市東山区東大路通五条上るに移転

　昭和 44．４　公害調査課を理化学課から分離

　昭和 46．６　京都府公害研究所が同建物内に分離・設置

　昭和 51．５　京都府衛生研究所と京都府公害研究所を統合し、京都府衛生公害研究所となる（７課制）

　昭和 54．６　京都市伏見区村上町の現在地に新築移転

　昭和 57．４　細菌課とウイルス課を統合して６課制となる

　平成２．６　衛生部が保健環境部に組織名称変更

　平成６．６　京都府衛生公害研究所を京都府保健環境研究所に名称変更

　平成７．４　保健環境部が保健福祉部及び企画環境部に組織改正

　平成 20．４　保健福祉部が健康福祉部に、企画環境部が文化環境部に組織改正

　平成 27．４　文化環境部が文化スポーツ部と環境部に組織改正

　平成 31．４　環境部が府民環境部に組織改正

環境衛生課を再編し、企画連携課、細菌・ウイルス課、理化学課、大気課、水質・環

境課の５課制となる

　令和元．12　府と京都市との共同整備により研究所棟を新築、市衛生環境研究所とともに業務を開始
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２　施 設 概 要

　所　在　地　　京都市伏見区村上町395

　敷　　　地　　7,075.14㎡

　建　　　物　　[本　館]　鉄骨造地上３階地下１階

建築面積 2,867.75㎡　建築延面積 9,775.01㎡

[附属棟]　廃棄物庫等

建築面積　  42.27㎡　建築延面積　  42.27㎡

[　計　]　　建築面積 2,910.02㎡　建築延面積 9,817.28㎡

 

３　所 掌 業 務

　府民の健康と環境に係る試験検査、調査研究、教育・学習活動の企画、各種情報の収集・発信を通じ、

府民の健康の保持・増進と環境の保全を目的として次の業務を行う。

１　感染症、食品衛生、環境衛生等に係る微生物学的、病理学的試験検査及び調査研究に関すること。

２　食品衛生に係る食品、添加物、器具、容器包装等の試験検査及び調査研究に関すること。

３　 医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器、再生医療等製品、家庭用品、毒物及び劇物等に係る試験

検査及び調査研究に関すること。

４　衛生動物、水生生物に係る試験検査及び調査研究に関すること。

５　一般廃棄物及び産業廃棄物に係る試験検査及び調査研究に関すること。

６　大気汚染、騒音及び振動に係る試験検査及び調査研究に関すること。

７　放射能に係る試験検査及び調査研究に関すること。

８　水質汚濁に係る試験検査及び調査研究に関すること。

９　飲料水、温泉等に係る試験検査及び調査研究に関すること。

10　試験検査技術者の研修に関すること。

11　保健・環境問題についての教育・学習の企画に関すること。

12　保健衛生及び環境に係る情報の収集及び整理に関すること。

13　京都府感染症情報センターの管理･運営に関すること。

14　その他保健衛生及び環境に係る試験検査及び調査研究に関すること。
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４　組織及び職員配置

⑴　組織及び分掌業務
 

企画連携課

 １ 予算経理、人事、文書、企画･情報、施設の管理及び他課に属

さない事項

  ２京都市衛生環境研究所との連携推進

  １感染症、食中毒等に関する細菌学的試験検査及び調査研究

 細 菌 ・
ウイルス課

 ２感染症、食中毒等に関する起因ウイルス等試験検査及び調査研究

  ３食品衛生、環境衛生等に関する細菌学的試験検査及び調査研究

  ４衛生生物に関する試験検査及び調査研究

  １ 食品、食品添加物、残留農薬、放射性物質等の食品衛生に関す

る理化学的試験検査及び調査研究

 理化学課 ２ 医薬品、医薬部外品、化粧品等の薬事衛生に関する理化学的試

験検査及び調査研究

  ３家庭用品に関する理化学的試験検査及び調査研究

  １ 大気汚染物質の常時監視、工場等発生源及び有害大気汚染物質

に関する試験検査並びに調査研究

 
大　気　課

 ２騒音、振動に関する試験検査及び調査研究

  ３環境放射線の常時監視、放射能に関する試験検査及び調査研究

  １ 公共用水域及び地下水の水質・底質に関する試験検査及び調査

研究

 水 質 ・
環　境　課 ２工場・事業場排水の水質に関する試験検査及び調査研究

  ３飲料水及び温泉の水質に関する試験検査及び調査研究

  ４廃棄物に関する試験検査及び調査研究

⑵　職員数（令和３年４月１日）
区　分

課　別

所

長

次

長

技
術
次
長

所
長
補
佐

課

長

研
究
員

主

任

主

査

副
主
査

主

任

技

師

主

事
計

企 画 連 携 課 １ １ １ １ 次長
兼務 １ ３ １ ９

細菌・ウイルス課 １ ２ ３ ２ ２ 10
理 化 学 課 １ ２ ２ ３ ８
大 気 課 １ ４ ５ １ ２ 13

水 質・ 環 境 課 １ ２ ２ ２　
（欠員１） ８

計 １ １ １ １ ４ 10 １ 15 ６ ８ 48

次　
　

長

技
術
次
長

所
長
補
佐

所　
　

長
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５　予算及び決算

予　算
科　　　　　目 ３　年　度 ２　年　度 備　　考

（収　　入）
使用料及び手数料
　手　数　料
　　衛生手数料
諸収入
　雑　　入
　　雑　　入

千円
７２２
７２２
７２２

５９，３３３
５９，３３３
５９，３３３

千円
７２２
７２２
７２２

６０，７７５
６０，７７５
６０，７７５

（支　　出）
衛　　生　　費
　公衆衛生費
　　保健環境研究所費

１４１，００３
１４１，００３
１４１，００３

１３９，９２８
１３９，９２８
１３９，９２８

決　算
科　　　　　目 ２　年　度 元　年　度 備　　考

（収　　入）
使用料及び手数料
　使　用　料
　　衛生使用料
財産収入
　財産売払収入
　　物品売払収入
諸収入
　雑　　入
　　雑　　入

千円
９６
９６
９６
５
５
５

５１，３４２
５１，３４２
５１，３４２

千円
５６
５６
５６
６９５
６９５
６９５

２２，５０６
２２，５０６
２２，５０６

合　　　　　計 ５１，４４３ ２３，２５７
（支　　出）
総　務　費
　総務管理費
　　人事管理費
　防災費
　　防災総務費
衛　生　費
　公衆衛生費
　　公衆衛生総務費
　　予防費
　　保健環境研究所費
　環境衛生費
　　環境衛生総務費
　　食品衛生指導費
　　環境衛生指導費
　保健所費
　　保健所費
　医薬費
　　医薬総務費
　　薬務費
　環境対策費
　　環境総務費
　　環境保全費

３０
９
９
２１
２１

５９６，８８３
２７６，１２５
１９，１４０
１１５，８４８
１４１，１３７
２５，９０７
３，９７６
２１，５６４

３６７
４８７
４８７

２２，６０４
０

２２，６０４
２７１，７６０
７４，７２０
１９７，０４０

６４
１５
１５
４９
４９

６３３，４８９
３２７，０９９

０
２６，１４７
３００，９５２
２５，０８２
２，７９１
２１，４８５

８０６
１，０３８
１，０３８
２３，１２６
３，０４２
２０，０８４
２５７，１４４
８１，９８１
１７５，１６３

合　　　　　計 ５９６，９１３ ６３３，５５３
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Ⅱ　業　　務　　内　　容



１　令和３年度保健環境研究所運営方針
　保健環境研究所では、府民の安心・安全の確保を図るため、感染症、食品、薬品、廃棄物などの試験
検査や調査研究及び河川水･地下水や大気、放射線といった生活環境の常時監視を行っている。

　保健衛生分野では、令和２年当初からの新型コロナウイルス感染症の世界規模での流行や、変異株と
いった新たな課題への対応をはじめ、近年の日本におけるダニ媒介感染症の多発、特定年齢層の麻しん・
風しんの流行、また、世界的なジカウイルス感染症の流行、コンゴでのエボラ出血熱の流行など、感染
症に対する府民の不安や関心は依然として大きいものがある。また、食品中の残留農薬、放射性物質、
食品添加物及び遺伝子組換え食品や食物アレルギーなど、食に対する関心が高まるとともに、食品の汚
染や生食による食中毒事案も発生している。薬物については、濫用の防止に関する条例制定や法律の改
正などにより沈静化しているものの、危険ドラッグについては、重大事故にもつながることから、検査
態勢を維持している。加えて無承認・無許可医薬品に対する的確な検査も求められているところである。
　環境分野においては、原子力発電所事故時に備えた環境放射線の監視、大量生産・大量消費の経済シ
ステムの中で多量に排出される廃棄物、環境（大気・水・土壌等）中に放出された有害化学物質や大陸
からの越境大気汚染である微小粒子状物質（PM2.5）などによる環境汚染の問題も深刻化している。そ
の他、特定外来生物による在来種の駆逐等、自然環境や生態系の保全についても、府民の大きな関心事
となっている。

　保健環境研究所においては、これらの課題に対し、迅速かつ適確に科学的根拠を明らかにすることに
よって、課題解決への支援を行っている。なお、研究所の旧棟は、昭和54年の完成から40年余りが経過
し、建物や設備の老朽・狭隘化が著しかったが、同様の課題を抱える京都市衛生環境研究所との共同整
備が平成23年の知事と市長のトップ会談において決定、その後、府市共同での整備を進め、令和元年８
月に両研究所合築での新研究所棟が完成、同年12月からは新棟での業務を開始した。京都市との共同整
備を契機として、研究所としては、①検査機器等の共同利用、②健康危機管理事案への対応力強化、③
地域に開かれた研究所を目指すこととしている。

　これらの状況を踏まえながら、令和３年度の保健環境研究所の運営に当たっては、京都府における健
康危機管理センターとして、また、放射線監視センターとしての役割を果たすことを念頭に置き、京都
市衛生環境研究所との連携も強化しながら、次の事項を重点課題として、府民の健康の保持・増進と環
境保全の推進のための取組を積極的に進めることとする。

１　 感染症や食中毒などの健康危機発生時における検査・調査の迅速かつ的確な対応及び広域的な健康
危機管理協力体制への参画

２　環境放射線等の監視体制や食品・医薬品・廃棄物・大気・水質等の検査体制の強化
３　府民のニーズに即応した幅広い視野と先見性に基づく調査研究の実施と研究成果の還元
４　健康･環境に係る府民への情報発信及び保健所、市町村担当職員に対する技術研修・指導の強化
５　京都市衛生環境研究所との共同整備を機に、更なる効率的な運営と府市共同による取組の推進

　また、新型コロナウイルス感染症対策における府内での検査対応について、当研究所では全力を挙げ
て取り組んでいる。令和２年５月からは中丹西保健所を研究所のブランチとして位置づけし、府北部地
域での検査実施を開始するとともに、当研究所技術職員の多くが検査対応できるための研修機会の設定、
検査業務に係る支援班編成による応援体制の構築、また、PCRによる核酸検出検査のみではなく定量抗
原検査の実施や変異株ウイルス検出が可能な仕組みづくりにも取り組むなど、新たな課題への積極的な
対応を行っているところである。
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２　細菌・ウイルス課
⑴　業務の概要
　感染症及び食中毒など健康危機事象に関し、発生時対策及び予防のための細菌、ウイルス等に関す
る試験検査及び調査研究を行い、コロナウイルスなどに対する検査体制を盤石とする。
　主な事業としては、感染症の発生予防に関する事業として感染症発生動向調査事業（病原体検索）、
感染症流行予測調査事業、結核接触者健康診断としてのクォンティフェロン（QFT）検査と必要に
応じ結核疫学解析に有効なVNTR法検査を実施する。
　また、食品の規格基準等及び工場排水等の排水基準の適合状況を確認するとともに、安全の確保及
び不適格事案の再発防止を図るための検査や、保健所等の依頼に基づく衛生動物・不快動物等の同定、
防除指導を行う。
　更に、外来生物対策として、アルゼンチンアリ対策のための協議会活動に平成25年度から継続して
連携・協力している。アルゼンチンアリの生息状況調査、防除対策の効果検証と防除計画の検討・見
直し作業を行い、同時に根絶をめざし技術支援を行う。

⑵　調査研究の概要

研究課題 ３年度計画 ２年度実績

腸管出血性大腸菌の
反復配列多型解析法
（MLVA法）による
事例解析とその有効
性の検証
（元～２年度）

電気泳動法であるPFGE法からゲ
ノム解析法であるMLVA法への移
行が課題であるため、令和２年度の
EHEC株を用い、MLVA法と従来の
PFGE法とを比較・検討した。いず
れの方法も同様に型別は可能であっ
たが、MLVA法の方が迅速性、詳細
な型別比較の点で勝っていた。今後、
MLVA法を導入することとした。

エンテロウイルス
D68特異的PCR検査
法の確立及び検出状
況把握
（元～３年度）

令和３年度はAFPやAFP類似感染
症等の患者検体について検査を実施
し、EV-D68の検出状況について調べ
る。さらに対象疾患を急性脳炎等に拡
大し、検出状況を把握することも検討
する。

急性弛緩性麻痺（AFP）は５類感
染症の全数把握対象疾患に指定されて
いる。この方法では、ポリオウイルス
が検出されない場合、原因不明と結
論される。しかし、近年、AFPの原
因としてエンテロウイルスD68（EV-
D68）が疑われている。EV-D68は、従
来のエンテロウイルス検査法では検出
が困難であるため、検査法を確立し、
確立した方法を用いて、AFP、AFP
類似感染症等からの検出状況を把握
し、AFPとウイルスとの関連性デー
タの蓄積することを目的とした。
PrimeSTAR GXL及びEx-Taqを使
用するプロトコルについて、陽性コン
トロール及び陰性コントロールを用い
た検証を行い、良好な増殖曲線を得る
ことができた。EV-D68特異的検査法
として有用であることを確認した。
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次世代シーケンサに
よるゲノム解析の試
験的適用
（２年度）

ゲノムシーケンサーはコロナウイル
ス疫学解明など有用な技術である。そ
こで、サーモ社から次世代シーケンサー
を購入した。しかし、操作が困難で
使用について十分に運用ができていな
かった。そこで、メーカー技術者から
の実地トレーニングを行い、府立医大
のサポートを受け、SARS-CoV2のゲノ
ム解析技術を習得した。また、細菌の
ゲノム解析については必須の電気泳動
装置を購入し、一定の目途をつけた。

京都府における動物
のSFTSV保有状況
（２年度）

府内でも年に数例の事例が報告され
ている、重症熱性血小板減少症候群ウ
イルス（SFTSV）は人獣共通感染症
であり、イヌからの感染が注目されて
いる。そこで、動物愛護センターで保
護されたイヌ血清について抗体検査
を行った。IgG抗体が検出されたのは
３検体であった。しかし、いずれも
SFTSV遺伝子が検出されなかった。
病原体を直接とらえるために、イヌ
に付着していたマダニ５検体について
遺伝子抽出を行い、リアルタイムRT-
PCRを行ったところ、全ての検体で、
SFTSV遺伝子は検出されなかった。
なお、マダニが付着していたイヌはい
ずれもウイルス抗体陰性であった。

府内流通の野生鳥獣
肉（ジビエ）のＥ型
肝炎ウイルス検査法
の検討
（２～３年度）

令和３年度は、過去に収去された府
内流通ジビエ肉について、前処理方
法をさらに工夫し、RNA抽出を用い、
リアルタイムRT-PCRによるHEV遺
伝子の有無確認を行い、HEV陽性
の検体についてジビエ肉の前処理や
RNA抽出方法の検討を行う。

近年、イノシシやシカの個体数増加
による農林業等被害が深刻化してお
り、これら野生動物の食肉への利活用
が促進されている。一方、野生鳥獣
肉（ジビエ）については、喫食による
E型肝炎ウイルス（HEV）食中毒事例
が各地で報告されており、安全性の確
認が求められている。そこで、府内流
通ジビエのE型肝炎ウイルス検査を実
施するにあたって、その検査法を検討
した。
HEVの陽性コントロールRNAを入

手し、リアルタイムRT-PCR法を行っ
たところ、HEV遺伝子の検出を確認
できた。
ジビエ肉について陽性コントロール
RNAを添加してHEV遺伝子の検出を
試みたが、HEV遺伝子は検出できな
かった。陽性コントロールそのものに
ついては検査法が有効であることは確
認できたが、実際の検体においては確
認できなかった。
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府内流通の野生鳥獣
肉（ジビエ）におけ
る寄生虫の実態調査
（２～４年度）

住肉胞子虫は遺伝子学的なもののみ
では、その死別判定ができない。そこ
で、顕微鏡法の確立をはかり、PCR法
と併用することにより、ジビエ肉にお
ける住肉胞子虫の汚染状況を総合的に
把握する。また、他の病原性の寄生虫
についても、検査方法を応用する。

ジビエ肉における住肉胞子虫は食中
毒の原因と考えられるが、実汚染状
況等が良くわかっていない。そこで、
PCR法を用いて令和元年から２年度に
入手したジビエ肉10検体について試験
したところ、９検体で住肉胞子虫が陽
性であった。

府内流通の鶏肉の細
菌汚染実態調査
（３年度）

加熱不十分な鶏肉食品は、カンピロ
バクターだけでなく、様々な食中毒の
主要原因となっている。そこで、府内
に流通する鶏肉のカンピロバクター、
大腸菌、サルモネラ属菌、リステリア
菌の細菌汚染状況について詳細に検索
する。

カンピロバクター菌
株識別法の性能評価
（３年度）

さらに、上記で得られる多種のカン
ピロバクターを識別するため、カンピ
ロバクター遺伝子型タイピング方法で
あるPCR binary typing（P-BIT）法の
検査方法を検討・確立する。

⑶　研修計画　
　保健所職員及び大学生等を対象とした感染症及び食中毒等に関する技術研修を行う。
　また、必要に応じて府民を対象にした研修や講演を行う。
　更に、保健所職員を対象とした衛生動物・不快動物等の同定・防除技術に関する研修及び学校や府
民等を対象とした衛生動物・不快動物に関する研修に講師を派遣する。
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⑷　試験検査等計画

事 業 名 検　査　内　容
検 体 数

３年度予定 ２年度実績

感染症流行予測
調査事業 ・インフルエンザ等の感受性調査：抗体保有状況調査 360 312

感染症発生動向
調査事業

・ ５類等感染症に係る細菌検査：溶血性レンサ球菌感
染症等
・ ５類等感染症に係るウイルス検査：感染性胃腸炎、
インフルエンザ等（定点）

随時

0

0

23

結核関係 ・クォンティフェロン検査：結核接触者健康診断
・結核菌VNTR検査

0
随時

0
0

AIDS対策事業 ・確認検査：AIDS感染確認のための血清学的検査 随時 0

食品安全確保
対策事業

・ 食品の細菌学的検査：規格基準に係る細菌検査、食
中毒予防のための食品検査
・食品のウイルス学的検査

98

随時

67

0

水質汚濁発生源に
係る対策事業等 ・事業所排出水等の大腸菌群数検査 50 38

感染症発生時等に
係る検査

・ 細菌検査：３類感染症（腸チフス、腸管出血性大腸
菌等）、４類感染症（レジオネラ感染症）及び５類
感染症に係る検査
・ ウイルス検査：２類感染症（SARS、急性灰白髄炎等）、
４類感染症（日本脳炎、野兎病、狂犬病等）、５類
感染症（定点以外）
・ リケッチャ検査：４類感染症（つつが虫病等）に係
る検査
・新型インフルエンザに係る検査
・新型コロナウイルスに係る検査

随時

随時

随時

随時
随時

54

44

19

0
18,921

食中毒等、食品事　
故発生時に係る検　
査等

・ 細菌検査：サルモネラ属菌等、細菌性食中毒発生時
検査
・ ウイルス検査：ノロウイルス等、ウイルス性食中毒
発生時検査

随時

随時

68

27

動物由来感染症予　
防体制整備事業

・ 抗体検査：犬血清から重症熱性血小板減少症候群
（SFTS）を検査

31

衛生動物等の検査 ・ 衛生動物、寄生虫、不快動物等の同定、駆除相談・
指導

随時 18

その他
・食中毒に係る核酸検査
・腸管出血性大腸菌の遺伝子検査
・産業廃棄物処理施設排出水検査

随時
随時
10

1
12
12
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３　理化学課
⑴　業務の概要
　食品衛生関係では、京都府食品衛生監視指導計画に基づき、府内産の農産物及び輸入食品等の残留
農薬・動物用医薬品、組換え遺伝子、麻痺性貝毒、放射性物質、特定原材料（食品アレルギー物質）
等の試験検査及び調査研究を行うほか、食品苦情の原因究明等のための検査を実施する。引き続き、
食品検査業務管理基準（GLP）に従った信頼性の高い検査の実施等を通じて、府民の食の安心･安全
の推進に努める。
　薬事衛生関係では、府内で製造･販売される医薬品、医薬部外品、化粧品等の品質及び安全性を確
保するための試験検査及び調査研究を行うとともに、知事承認品目に係る技術審査を行う。また、薬
物乱用や健康被害が懸念される無承認無許可医薬品（危険ドラッグ、健康食品、化粧品等）の試験検
査を行う。 家庭用品関係では、繊維製品等に含まれる有害物質の試験検査を行う。

⑵　調査研究の概要
研究課題 ３年度計画 ２年度実績

動物用医薬品の分析法に関する
検討
（２～３年度）

テトラサイクリン類以外の動
物用医薬品についても、分析の
効率化を目的とした分析法の検
討、妥当性の確認を実施する。

分析に関わる作業量・時間等
に課題があったテトラサイクリ
ン類について、分析の効率化を
目的としたLC-MS/MSを用い
た分析法の検討を行ったとこ
ろ、えび及び魚について、その
妥当性が確認できた。

後発医薬品品質情報提供等推進
事業（厚生労働省受託事業）に
係る医療用医薬品の試験

ジェネリック医薬品品質情報
検討会（厚生労働省）で検討対
象に選定された医療用後発医薬
品について溶出試験を実施し、
その品質の確認を行う。

低血圧症の治療薬５製剤につ
いて溶出試験を実施し、後発医
薬品の同等性確認を行ったとこ
ろ、すべての製剤で先発医薬品
及びオレンジブック（医療用医
薬品品質情報集）との類似性が
確認できた。

⑶　研修計画
　保健所試験検査担当者や事業者等を対象とした研修会において、食品や医薬品等の理化学的検査の
基礎的知識に関する情報提供を行うとともに、府民を対象とした研修会等に職員を派遣する。
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⑷　試験検査等計画

業　務　別 試験検査内容
検体数

３年度予定 ２年度実績

食品等に関する
試験検査

野菜・果物・穀物・茶（以上240項目）及び冷凍加
工食品中（同55項目）の残留農薬

188 99

養殖魚・食肉中の残留動物用医薬品
（抗生物質、抗菌性物質：４項目）

13 8

牛乳等食品中の成分規格　（４項目） 5 0

かんきつ類中の食品添加物（防かび剤：６項目） 13 13

アサリ・カキの麻痺性貝毒 14 0

食品中の組換え遺伝子（定性又は定量） 20 5

食品等の放射性物質検査 72 50

特定原材料検査 40 27

食中毒、苦情等に関する理化学的検査 随時 0

医薬品等に関する
試験検査

医薬品の成分等規格試験
（大臣及び知事承認の一斉取締品等）

30 12

後発医薬品品質情報提供等推進事業
（厚生労働省委託事業：溶出試験等）

10 6

浴用剤等医薬部外品の規格試験 随時 0

化粧品・医療機器の規格試験 随時 0

医療機器の規格試験 随時 0

知事承認に係る医薬品及び医薬部外品の規格及び試
験方法の技術審査

100 220

医薬品等の監視・指導及び苦情等に係る検査 10 0

家庭用品に関する
試験検査

家庭用品中の有害物質検査及び規格試験
（繊維製品等）

14 　0

家庭用品の苦情等に係る試験検査 随時 0

その他 食品等以外の放射性物質検査（水道浄水等） 12 0
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４　大気課
⑴　業務の概要
　大気汚染物質の常時監視、工場等発生源及び有害大気汚染物質に係る試験検査並びに調査研究を行
う。また、京都府に隣接している高浜及び大飯原子力発電所を対象とした環境放射線の常時監視、環
境放射能分析等に関する調査研究を行う。

⑵　調査研究の概要

研究課題 ３年度計画 ２年度実績

光化学オキシダント及び
PM2.5汚染の地域的・気
象的要因の解明
（国立環境研究所Ⅱ型共同
研究）
（元～3年度）

昨年度に引き続き、春季及び夏
季に昼夜別のサンプリングを行
い、揮発性有機化合物及びアルデ
ヒド類の測定を行うとともに、こ
れまで行った測定結果を解析し、
とりまとめを行う。

光化学オキシダントは全国的に
も環境基準の達成状況が低い状況
が続いていることから、本研究で
は揮発性有機化合物及びアルデヒ
ド類のオキシダントへの影響を調
べるため、他府県との共同観測を
春季及び夏季に実施したところ、
オキシダント生成能が最も大き
かったのはホルムアルデヒドであ
り、以下トルエン、アセトアルデ
ヒドの順となった。

アスベスト分析への自動
粒子解析ソフトの適用の
検討
（２～４年度）

昨年度に引き続き、走査型電子
顕微鏡の測定条件の検討を行う。
主に、計数条件の検討及び粒子解
析条件の検討を行う。

アスベストの分析は、迅速な結
果が求められるが、顕微鏡による
検鏡には時間を要すことから、本
研究では走査型電子顕微鏡の自動
粒子解析ソフトによる測定を検討
した。令和２年度は、模擬アスベ
ストを用いて条件設定を行った。

ラドン関連核種の測定
データの解析
（２～４年度）

昨年度に引き続き、測定データ
の整理を行い、季節変動等の周期
的な変動等がみられるか確認する
とともに、空間線量率等との相関
性等を確認する。

天然放射性核種のラドン関連核
種は、空間線量率に大きく寄与し
ていることから、測定を行ってき
たところである。本研究では変動
等の傾向を明らかにするため、測
定データを整理し平均値等の基本
的な統計値を求めたところ、日周
変動が見られることを確認した。

⑶　研修計画
　行政部門等が主催する研修について技術指導を行うとともに、緊急時の放射線モニタリング業務を
行う要員等への技術指導を行う。また、公共団体等主催の研修会へ職員を派遣する。
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⑷　試験検査等計画

業務別 試験検査内容
検体数

３年度予定 ２年度実績

大気汚染常時監視

・大気汚染物質に係る環境基準等の監視
・ 測定局：19局（一般環境局17、自動車排出ガス
局２）
・ 測定項目：二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、一酸
化窒素、二酸化窒素、一酸化炭素、光化学オキ
シダント、非メタン炭化水素、メタン、微小粒
子状物質、光学的黒色炭素、風向・風速、温度、
湿度、日射量、放射収支量及び雨量
・監視方法：テレメータシステムによる常時監視

46,720※ 45,707※

・微小粒子状物質成分分析
・測定地点：１[1]地点
・ 測定項目：炭素成分、イオン成分、無機元素成
分53項目
・測定回数：年４回（４季×14日）

112 102

有害大気汚染物質監視

・有害物質に係る環境基準等の監視
・測定地点：３[3]地点
・ 測定項目：アクリロニトリル、塩化ビニルモノ
マー、クロロホルム、１，２‐ジクロロエタン、
ジクロロメタン、テトラクロロエチレン、トリ
クロロエチレン、アセトアルデヒド、ベンゼン、
水銀等21物質
・測定回数：12回／年

144 144

・アスベスト環境調査
・ 測定地点：一般環境７[7]地点、アスベスト除
去工事現場８[0]地点

・ 監視方法：位相差顕微鏡法、走査型電子顕微
鏡法

90 42

化学物質環境実態調査
・ 環境省委託調査で化学物質の大気中濃度レベル
の把握
※令和２年度及び３年度は見送り

0 ０

大気汚染発生源監視

・ばい煙発生施設等からの排出状況の監視
・ 調査事業場：ばい煙５[3]事業場、VOC１[0]
事業所
・ 測定項目：硫黄酸化物、窒素酸化物、ばいじん、
硫酸、鉛、水銀、揮発性有機化合物等

36 7

騒音・振動調査
・騒音・振動による影響調査
・ 測定地点：新幹線５[5]地点、自動車14[14]
・測定項目：騒音、振動

314 314

原子力発電所周辺放射
線常時監視

・高浜・大飯原子力発電所周辺の放射線監視
・測定局：周辺環境14[14]局
・ 測定項目：空間ガンマ線量率、ガンマ線スペク　
トル、浮游じん計数率、風向・風速等気象項目
・監視方法：テレメータシステムによる常時監視

39,067※ 39,067※
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原子力発電所周辺の環
境放射能分析

・高浜・大飯原子力発電所周辺の放射能分析
・ 測定試料：浮游じん、陸水、海水、農畜産物、
海洋生物等
・ 測定項目：トリチウム、ストロンチウム、セシ
ウム、ヨウ素等

187 191

放射能水準調査
・一般環境における放射能レベルの把握
・ 測定試料：土壌、農水産物、浮游じん、雨水等
・測定項目：空間線量率、放射性核種

3,381※ 3,383※ 

※ 連続自動測定については、１地点１項目１日分を１検体として算出。
［　］内は、２年度の実績・状況。
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５　水質・環境課
⑴　業務の概要
　京都府内の水環境を健全に保全していくため、引き続き水質環境保全対策の視点に立って業務を進
める。重点的な取組として、健康危機管理に対応できる体制整備を図り、府内の水環境等における突
発的な事故等の原因調査に迅速に対応できるよう体制を整える。特に、事件・事故に関係する検査対
象項目の増加に対応するため、分析機器の更新や高度な技術の習得等による体制整備を図る。
　また、複雑な組成を有する環境試料の分析にも対応すべく、分析法の工夫・改善に関する調査研究
に取り組み、その成果を標準作業書の改定に反映させる。さらに、淡水生態系における外来生物に関
する調査研究を完結させ、自然環境の保全に資するデータを提供する。

⑵　調査研究の概要

研究課題 ３年度計画 ２年度実績

ゴルフ場使用農薬分
析手法の開発
（28～２年度）

監視対象ゴルフ場で使用された農薬
のうち、当所で測定実績のない農薬に
ついても測定できるよう、固相抽出及
びGC/MSによる一斉分析方法を検討
し、新たに11農薬について測定可能な
条件を確立した。

LC/MS/MSによる
分析を通じた生活由
来物質のリスク解明
に関する研究
（国立環境研究所Ⅱ
型共同研究）
（元～３年度）

近年、医薬品等の生活由来物質によ
る環境汚染が懸念されているが、その
汚染実態を把握するため、夏季に府内
河川で試料採取を行い、分析担当機関
による分析結果を収集する。

（新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため一時中断）

エコプレベッセルを
用いた重金属前処理
（酸分解）法の検討
（２年度）

環境分析において、土壌・底質試料
の重金属分析では、従前の前処理方法
にコンタミネーションや目的元素の損
失を防止する等の課題があった。市販
のエコプレベッセル（循環型密閉容器）
を用いて前処理を試みた結果、これら
の課題はほぼ解決され、さらに分解時
間の短縮にもつながった。

京都府内のため池等
における外来種ミシ
シッピアカミミガメ
を含む淡水ガメの生
息実態調査
（２～３年度）

対照種として孵卵実験を行ったクサ
ガメの孵化幼体については、解剖学的
所見に基づく性判定が困難なため、引
き続き飼育を継続し、性的二型が表れ
る頃に性判定を行う。対照種の結果と
ミシシッピアカミミガメの結果と比較
することにより、温度依存型性決定機
構の変化が性比の不均衡をもたらした
可能性について検証する。

淡水生態系を脅かしている要注意外
来生物のミシシッピアカミミガメにお
いて、その性比は原産国の場合とは異
なり、日本では雌に著しく偏っている。
その原因を究明するために、カメ目特
有の温度依存型性決定機構に着目し、
孵卵実験を行った。孵化幼体について
解剖学的に性比を判定した結果、温度
と性決定の様式は原産国の場合とほぼ
同じであることが示唆された。
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ジフェニルカルバジ
ド吸光光度法による
六価クロム測定にお
ける妨害物質除去方
法の検討
（３年度）

六価クロムの測定法として汎用され
ているジフェニルカルバジド吸光光度
法は簡便である一方、試料の着色・濁
りや共存物質の影響により妨害を受け
やすい。とくに、廃棄物関係の試料の
場合、本法による測定が困難となる場
合が最近、多く見受けられた。本研究
では、比較的簡便な妨害除去方法を試
み、様々な試料に適用することについ
ての妥当性を評価したうえで、当課の
標準的な測定方法に加えることを目的
とする。

⑶　研修計画
　市町村水道試験担当者等を対象に、分析の精度管理や維持管理業務に必要となる研修を行う。
　また、公共団体等が開催する研修会に職員を派遣する。
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⑷　試験検査等計画

業　務　別 試　験　検　査　内　容
検　体　数

３年度予定 ２年度実績

行　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

政　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

関　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

係

定　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

期

公
共
用
水
域
等

公共用水域
常時監視

公共用水域及び地下水の水質測定計画によ
る河川水等の水質検査（生活、健康、要監
視、特殊項目）

145 128

地下水
常時監視

公共用水域及び地下水の水質測定計画によ
る地下水の水質検査（健康項目） 64 57

未規制汚濁物質
の検査

化学物質環境実態調査による水質検査 0 0

化学物質環境実態調査による底質検査 0 0

水
質
汚
濁
発
生
源
等

発生源監視
水質検査

発生源監視指導計画による工場・事業場排
水の水質検査（生活、健康、特殊項目） 97 89

発生源監視指導計画による総量規制に係る
事業場排水のCOD及び窒素・燐の検査 48 48

瀬戸内海栄養塩類削減対策調査及び北部栄
養塩類排出実態調査による事業場排水の窒
素・燐の検査

42 40

ゴルフ場排水の
水質検査

ゴルフ場使用農薬水質監視調査によるゴル
フ場排水の農薬検査 9 0

その他 当所排水 6 6

廃
棄
物
関
係

産業廃棄物最終
処分場の検査 浸出水、放流水、周辺・下流の地下水の検査 19 13

瑞穂環境保全セ
ンター（産業廃
棄物最終処分
場）の監視検査

浸出水、放流水の検査 4 4

搬入廃棄物の溶出試験 随時 2

周辺・下流の地下水、河川水、河川底質、
水田土壌の検査 9 9

臨　
　
　
　
　
　
　

時

水質の異常時に係る
水質等の検査

公共用水域等での魚類のへい
死・事故時（基準超過による
再検査・追跡調査を含む）等
の対応に必要な原因究明のた
めの検査

事業場排水

随時

2

河 川 水 等 6

地　下　水 0

飲　料　水 0

底質・土壌 0

そ　の　他 0

不法投棄、汚染事故
等に係る検査

不法投棄物等の同定試験、有害性試験 随時 0

環境への影響調査 随時 3

一般
依頼

温泉水の検査 鉱泉分析指針による現地調査及び泉質調査 随時 0

飲料水の検査 水道水質基準による水道水等の水質検査 10 0

合　　　　計 453 407
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６　委員会等の活動

⑴　企画・研修委員会
　当研究所における調査研究活動の支援のほか、所内外の各種研修会、環境教育等の技術指導や各種

研究機関との共同研究の推進等、企画業務全般にわたっての調整を行う。

　ア　技術研修事業
　ア　保健所試験検査担当職員等の技術研修

地域の第一線で保健環境行政を担う保健所職員の検査技術力の維持・向上のため、研修会を企

画実施する。

ａ　保健所衛生担当職員技術研修

　　　　・開 催 日　資料配付にて代替

　　　　・研修内容　食中毒細菌検査、食品GLP対応等

ｂ　保健所環境担当職員技術研修

　　　　・開 催 日　資料配付にて代替

　　　　・研修内容　放射線、アスベスト検査、ばい煙測定についての知識習得等

ｃ　保健所検査担当職員専門研修

　　　　・開 催 日　未定

・研修内容　食中毒菌・ノロウイルス検査

　イ　各種機関からの研修依頼等への対応

保健環境行政に関わる技術的な課題について、大学等の教育機関や行政機関などからの講義・

実習、講演等の依頼に積極的に対応し、各種機関との連携を図る。

　ウ　所内技術研修

試験検査に係る最新技術情報等を職員間で共有し、職員の検査技術力の維持・向上を図るため、

職員を対象とした技術研修を行う。

　イ　所内研究事業への支援
　ア 　令和２年度に実施した調査研究等の成果を発表する場として、保健環境研究所調査研究発表会

を企画実施する。

　イ 　当研究所の研究活性化の一環として、平成17年７月に文部科学省科学研究費補助金を受給する

ための研究機関の指定を受けており、補助対象に採択された研究事業の適正な執行を指導すると

ともに、職員の申請事務を支援する。

⑵　健康危機管理準備委員会
　感染症、食中毒、環境汚染事故やテロなどの健康危機事象が発生した場合に、迅速に対応できるよ

う、訓練などを通じて所内の健康危機管理体制の強化を図る。
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　ア　健康危機管理体制の充実等
　健康危機管理要領（平成 24 年施行）に基づいて体制充実を図り、健康危機事象発生時の被害拡

大防止等のため、効率的で迅速・正確な原因物質の究明、関連情報の迅速・正確な共有、関係機関

との連携等についての能力向上に努める。

　イ　健康危機管理に関する訓練、研修等の実施
　平成 15 年度から実施している検査等の実務を伴う『健康危機管理訓練』の成果を活かしながら、

引き続き訓練を実施し、健康危機発生時に迅速な対応が図れるように努める。

⑶　京都府食品検査等に係る信頼性確保部門
　「京都府食品検査等業務管理要領」に基づき、２検査施設５検査区分に対して内部点検等を実施し

ている。

　内部点検等の実施状況は、下表のとおりである。

単位：日
項　　　目 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

内
部
点
検
実
施
状
況

組織・体制等 5 5 3 3 3
検査実施 5 5 3 3 1
内部精度管理 2 2 1 2 0
外部精度管理 5 5 3 2 0

外部精度管理参加項目数
微生物８
理化学１
動　物１

微生物８
理化学１
動　物１

微生物５
理化学２
動　物１

微生物４
理化学１

食品検査等業務管理体制

業務管理総括責任者 健康福祉部生活衛生課長

信頼性
確　保
部　門

信頼性確保部門責任者 保健環境研究所技術次長

指定職員
信頼性確保部門責任者が指定した職員

（生活衛生課及び保健環境研究所の職員から指定）

支援職員

検査部門 保健環境研究所 中丹西保健所

検査部門責任者 保健環境研究所長 中丹西保健所長

検査区分
責 任 者

理化学的検査 理化学課長 食肉 ･試験検査課長

微生物学的検査 細菌・ウイルス課長 食肉 ･試験検査課長

動物を用いる検査 理化学課長 －
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⑷　環境ＧＬＰ運営
　環境測定等の信頼性の確保のため、関係課（細菌・ウイルス課、大気課、水質・環境課）に対し、

業務の管理についての内部点検を実施し、必要な改善事項の指示を行う。また、次年度の内部点検時

に改善状況を確認する。

⑸　年報編集委員会
　当研究所が実施した調査研究等の業績を収録した年報を発行し、本庁、関係機関等に配布する（発

行部数：350部）とともに、研究所ホームページにも掲載する。

　

⑹　保健環境研究所だより編集委員会
　府民、小中高等学校、関係機関等に保健・環境に関する情報提供や普及啓発、当研究所の取組内容

等を提供することを目的に、Ａ４版４ページの広報紙を年２回発行（発行部数：各1,800部）すると

ともに、研究所ホームページにも掲載する。

⑺　情報発信ワーキンググループ
　当研究所の事業や保健環境関連技術情報をはじめ、府民の安全・安心に関わる保健や環境の情報を

より早く提供するために、ホームページの更新等を適宜行う。

　また、より身近な情報を提供したり、必要な情報を簡単に得られたりする情報発信方法の検討を行う。

⑻　感染症情報センター事業
　感染症情報センターは、感染症の発生動向を把握し感染症対策を推進することを目的に当研究所に

設置され、府保健所及び京都市を通じて収集した感染症患者発生情報を集計・解析して、感染症発生

情報（週報）についてはホームページ等において原則、毎週木曜日に公表しており、関係機関に速や

かに情報提供している。

　今後も、感染症発生情報を迅速かつ積極的に提供・公表するとともに、感染症情報センターの情報

発信内容の充実、強化を検討することとしている。
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７
　
試
験
検
査
の
状
況

 
課
名
　
細
菌
・
ウ
イ
ル
ス
課

年
　
度

種
　
類

23
24

25
26

27
28

29
30

元
2

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

感 染 症 ・ 食 中 毒

コ
レ
ラ
菌
検
索

0 
0 

0 
0 

1 
3 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0
0

チ
フ
ス
菌
検
索

0 
0 

0 
0 

4 
4 

1 
1 

0 
0 

8 
8 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0
0

赤
痢
菌
検
索

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0
0

結
核
の
検
査

35
6 

35
6 

30
3 

30
3 

35
4 

35
4 

33
6 

33
6 

34
6 

34
6 

37
7 

37
7 

41
6 

41
6 

31
5 

31
5 

37
0 

37
0 

0
0

そ
の
他
の
細
菌
検
索

43
 

43
 

62
 

62
 

66
 

66
 

48
 

48
 

51
 

51
 

15
 

15
 

17
 

17
 
11
7 

11
7 

40
 

40
 

6
6

食
中
毒
菌
検
索

96
 

96
 

52
 
10
2 

34
 

34
 

30
 

30
 

3 
3 

12
7 

12
7 

93
 

93
 

42
 

42
 

67
 

67
 

68
68

腸
管
出
血
性
大
腸
菌
関
係
調
査

19
0 

19
0 

15
 

15
 

6 
6 

10
 

10
 

14
 

14
 

11
 

11
 

9 
9 

10
0 

10
0 

12
9 

12
9 

48
48

そ の 他 の 細 菌 学 的 検 査

食
品
等
の
検
査

80
 
11
5 

29
 

29
 

36
 

38
 

58
 

58
 

40
 

40
 

61
 

61
 

51
 

51
 

88
 

88
 
11
5 

11
5 

67
67

河
川
水
等
の
検
査

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

10
 

10
 

0
0

工
場
排
水
の
検
査

63
 

63
 

66
 

66
 

68
 

68
 

68
 

68
 

73
 

73
 

79
 

79
 

67
 

67
 

78
 

78
 

71
 

71
 

38
38

産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
等
の
検
査

13
 

13
 

13
 

13
 

13
 

13
 

13
 

13
 

14
 

14
 

18
 

18
 

19
 

19
 

13
 

13
 

9 
9 

12
12

飲
料
水
等
の
検
査

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0
0

医
薬
品
等
細
菌
検
査

30
 

30
 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0
0

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
ウ
イ
ル
ス
検
査

　
　
　
　
　
　
　
　
血
清
学
的
試
験

11
2 

44
8 

88
 
35
2 

74
 
29
6 

58
 
32
3 

58
 
23
2 

83
 
33
2 

42
 
16
8 

31
 
12
4 

20
 

80
 

1
4

34
9 
1,3
96
 
26
3 
1,0
52
 
29
2 
1,1
68
 
25
2 
1,0
08
 
28
5 
1,1
40
 
12
6 

50
4 

14
8 

59
2 

32
6 
1,3
04
 
20
7 

82
8 

10
4

41
6

そ
の
他
の
ウ
イ
ル
ス
検
査

93
 
37
2 

62
 
24
8 

12
6 

50
2 

86
 
34
4 

61
 
24
4 

20
1 

80
4 

13
3 

53
2 

36
1 
1,4
44
 
1,0
87
 
2,9
08
 1
3,9
71
 1
4,2
45
 

ウ
イ
ル
ス
・
リ
ケ
ッ
チ
ャ
血
清
学
的
試
験

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0
0

環 境 生 物

衛
生
動
物

33
 

44
 

95
 
51
9 

53
 

57
 

55
 

62
 

51
 

64
 

61
 

66
 

59
 

62
 

37
 

37
 

35
 

35
 

18
18

原
虫
・
寄
生
虫
等

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0
0

ア
リ
調
査
（
協
議
会
）

0 
0 

0 
0 

61
0 
3,4
45
 
45
4 
3,5
16
 
50
0 
3,6
32
 
60
9 
4,1
96
 
54
0 
3,9
80
 
3,8
57
 
3,8
57
 

0 
0 

0
0

蚊
の
調
査

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

27
 
87
2 

34
 
1,0
84
 

30
 
1,0
43
 
17
5 

52
5 

11
 

23
 

0
0

そ
の
他

1,4
75
 
1,4
75
 
24
8 
1,6
12
 
99
5 
8,8
41
 
96
9 
6,6
95
 
1,3
25
 1
4,3
38
 
1,4
92
 1
4,7
47
 
95
6 
8,7
93
 
1,1
50
 
1,1
50
 

0 
0 

0
0

合
　
　
　
　
　
計

2,9
33
 
4,6
41
 
1,2
96
 
4,3
73
 
2,7
32
 1
4,8
95
 
2,4
38
 1
2,5
12
 
2,8
48
 2
1,0
63
 
3,3
02
 2
2,4
29
 
2,5
80
 1
5,8
42
 
6,6
90
 
9,1
94
 
2,1
71
 
4,6
85
 1
4,3
33
 1
4,9
22
 

－21－



 
課
名
　
理
化
学
課

年
　
度

種
　
類

23
24

25
26

27
28

29
30

元
２

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

食　 　 　 　 　 　 　 品

食
品
添
加
物

20
 

70
 

12
 

60
 

10
 

60
 

10
 

70
 

10
 

70
 

10
 

70
 

10
 

70
 

10
 

70
 

13
 
11
7 

13
 
11
7 

重
金
属
・
ヒ
素

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

残
留
農
薬

15
6 
36
,36
6 

12
2 
31
,21
5 

14
8 
35
,66
8 

15
7 
34
,13
6 

15
0 
33
,50
0 

18
0 
40
,40
0 

18
0 
40
,40
0 

18
0 
40
,40
0 

19
9 
44
,77
0 

99
 2
2,2
75
 

器
具
・
容
器
包
装

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

Ｐ
Ｃ
Ｂ

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

残
留
動
物
用
医
薬
品
・
合
成
抗
菌
剤

24
 

42
 

13
 

27
 

12
 

24
 

9 
21
 

9 
21
 

13
 

26
 

13
 

26
 

13
 

26
 

18
 

32
 

8 
24
 

乳
及
び
乳
製
品
の
規
格
試
験

5 
20
 

5 
20
 

5 
20
 

5 
20
 

5 
20
 

5 
20
 

5 
20
 

5 
20
 

0 
0 

0 
0 

組
換
え
遺
伝
子

15
 

15
 

18
 

18
 

18
 

40
 

18
 

43
 

15
 

35
 

15
 

35
 

15
 

35
 

15
 

35
 

20
 

40
 

5 
15
 

放
射
性
物
質
（
含
依
頼
検
査
）

20
0 

60
0 

33
2 

66
4 

22
0 

44
0 

23
7 

47
4 

24
4 

48
8 

21
3 

42
6 

21
3 

42
6 

21
3 

42
6 

72
 
14
4 

50
 
10
0 

特
定
原
材
料（
ア
レ
ル
ギ
ー
物
質
）

0 
0 

0 
0 

0 
0 

24
 

24
 

28
 

68
 

28
 

68
 

28
 

68
 

28
 

68
 

28
 

68
 

27
 

57
 

そ の 他

貝
毒

14
 

14
 

14
 

14
 

13
 

13
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

0 
0 

精
度
管
理

34
 
6,4
00
 

34
 
5,0
86
 

46
 
8,3
41
 

41
 
6,0
66
 

67
 
9,1
55
 

7 
13
8 

4 
9 

4 
9 

0 
0 

0 
0 

依
頼
検
査
、
緊
急
検
査

0 
0 

1 
1 

19
 

20
 

72
 

77
 

2 
2 

0 
0 

0 
0 

2 
10
 

0 
0 

0 
0 

厚
生
労
働
省
委
託
調
査

34
 
20
4 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

医 薬 品 等

医
薬
品

90
 
97
0 

58
 
44
2 

79
 
35
1 

28
 

84
 

5 
75
 

47
 
13
1 

38
 
12
8 

39
 
11
3 

31
 
10
0 

18
 

36
 

そ
の
他

22
 
26
4 

12
 
21
2 

12
 

96
 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

5 
5 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

知
事
承
認
品
目
の
審
査

70
 

70
 
30
7 

30
7 

15
0 

15
0 

25
0 

25
0 

25
4 

25
4 

82
 

82
 

54
 

54
 

86
 

86
 

65
 

65
 
22
0 

22
0 

家
庭
用
品

17
 

17
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

14
 

0 
0 

そ
の
他
（
水
浴
場
海
水
）

0 
0 

18
 

36
 

18
 

36
 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

合
　
　
　
　
　
計

70
1 
45
,05
2 

96
0 
38
,11
6 

76
4 
45
,27
3 

87
9 
41
,29
3 

81
7 
43
,71
6 

62
8 
41
,42
4 

59
3 
41
,26
9 

62
3 
41
,29
1 

47
4 
45
,36
4 

44
0 
22
,84
4 

－22－



 
課
名
　
大
気
課

年
　
度

種
　
類

23
24

25
26

27
28

29
30

元
２

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

発 生 源

ば
い
じ
ん

16
 

16
 

11
 

11
 

6 
6 

9 
9 

4 
4 

8 
8 

7 
7 

3 
3 

6 
6 

2 
2 

硫
黄
酸
化
物

20
 

20
 

16
 

16
 

11
 

11
 

12
 

12
 

6 
6 

8 
8 

5 
5 

3 
3 

6 
6 

2 
2 

窒
素
酸
化
物

11
 

11
 

10
 

10
 

12
 

12
 

3 
3 

4 
4 

5 
5 

3 
3 

3 
3 

6 
6 

2 
2 

そ
の
他
の
有
害
物
質

36
 

60
 

28
 

30
 

27
 

37
 

16
 

16
 

30
 

30
 

23
 

23
 

25
 

25
 

21
 

21
 

14
 

14
 

1 
1 

燃
料

53
 

53
 

2 
2 

0 
0 

2 
2 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

小
　
　
計

13
6 

16
0 

67
 

69
 

56
 

66
 

42
 

42
 

44
 

44
 

44
 

44
 

40
 

40
 

30
 

30
 

32
 

32
 

7 
7 

常　 時　 監　 視

二
酸
化
硫
黄

※
2,5
17
 
2,5
17
 
2,5
47
 
2,5
47
 
2,5
45
 
2,5
45
 
2,1
91
 
2,1
91
 
2,1
96
 
2,1
96
 
2,0
65
 
2,0
65
 
2,1
71
2,1
71
2,1
83
2,1
83
2,1
91
2,1
91
2,1
82
2,1
82

浮
遊
粒
子
状
物
質
※

6,5
94
 
6,5
94
 
6,5
28
 
6,5
28
 
6,1
24
 
6,1
24
 
5,9
46
 
5,9
46
 
6,0
86
 
6,0
86
 
6,0
33
 
6,0
33
 
6,1
57
6,1
57
6,1
51
6,1
51
6,1
72
6,1
72
6,1
56
6,1
56

窒
素
酸
化
物
※

13
,75
6 
13
,75
6 
13
,13
6 
13
,13
6 
12
,91
0 
12
,91
0 
12
,20
4 
12
,20
4 
12
,02
0 
12
,02
0 
12
,10
6 
12
,10
6 
12
,31
0
12
,31
0
11
,83
8
11
,83
8
12
,15
6
12
,15
6
12
,06
0
12
,06
0

一
酸
化
炭
素
※

34
6 

34
6 

36
5 

36
5 

36
2 

36
2 

36
5 

36
5 

36
6 

36
6 

36
5 

36
5 

36
5 

36
5 

36
5 

36
5 

36
6 

36
6 

36
5 

36
5 

光
化
学
オ
キ
シ
ダ
ン
ト
※

5,7
80
 
5,7
80
 
5,5
20
 
5,5
20
 
5,6
40
 
5,6
40
 
5,7
59
 
5,7
59
 
5,7
98
 
5,7
98
 
5,7
36
 
5,7
36
 
5,8
30
 
5,8
30
 
5,8
38
 
5,8
38
 
5,8
53
 
5,8
53
 
5,8
39
 
5,8
39
 

全
炭
化
水
素
※

2,5
54
 
2,5
54
 
2,9
04
 
2,9
04
 
2,7
20
 
2,7
20
 
2,7
14
 
2,7
14
 
2,8
04
 
2,8
04
 
2,3
38
 
2,3
38
 
2,9
08
 
2,9
08
 
2,8
74
 
2,8
74
 
2,9
22
 
2,9
22
 
2,7
42
 
2,7
42
 

微
小
粒
子
状
物
質
※

2,8
45
 
2,8
45
 
9,0
33
 
9,0
33
 
9,8
81
 
9,8
81
 
9,6
79
 
9,6
79
 
8,2
95
 
8,2
95
 
8,1
07
 
8,1
07
 
8,3
26
 
8,3
26
 
8,3
17
 
8,3
17
 
8,3
37
 
8,3
37
 
8,2
85
 
8,2
85
 

微
小
粒
子
状
物
質
成
分

-
-
11
2 
2,4
08
 
12
6 
2,7
09
 
11
2 
2,4
08
 
11
2 
2,4
08
 
11
2 
2,4
08
 
11
2 
2,4
08
 
11
2 
2,9
68
 
11
2 
2,9
68
 
10
2 
5,4
06
 

悪
臭
物
質

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

有
害
物
質

27
9 

51
5 

26
7 

55
8 

20
9 

46
1 

20
7 

45
9 

22
5 

47
7 

20
6 

45
8 

20
2 

45
4 

22
2 

47
4 

19
0 

44
2 

18
6 

43
8 

酸
性
雨
成
分

17
2 
1,7
20
 
17
4 
1,7
40
 
15
6 
1,5
60
 

48
 
48
0 

52
 
52
0 

52
 
52
0 

52
 
52
0 

-
-

-
-

-
-

小
　
　
計

34
,84
3 
36
,62
7 
40
,58
6 
44
,73
9 
40
,67
3 
44
,91
2 
39
,22
5 
42
,20
5 
37
,95
4 
40
,97
0 
37
,12
0 
40
,13
6 
38
,43
3 
41
,44
9 
37
,90
0 
41
,00
8 
38
,29
9 
41
,40
7 
37
,91
7 
43
,47
3 

放 射 能

環
境
試
料

5,7
27
 
5,7
27
 
5,2
99
 
5,2
99
 
5,3
25
 
5,3
25
 
5,3
30
 
5,3
30
 
5,3
54
 
5,3
54
 
5,3
37
 
5,3
37
 
5,3
28
 
5,3
28
 
5,3
28
 
5,3
28
 
4,6
40
 
4,6
40
 
3,1
64
 
3,1
64
 

食
品

55
1 

55
1 

57
 

57
 

47
 

47
 

48
 

48
 

48
 

48
 

47
 

47
 

46
 

46
 

47
 

47
 

46
 

46
 

45
 

45
 

放
射
線
量
・
気
象
※

23
,32
8 
23
,32
8 
23
,27
8 
23
,27
8 
40
,42
1 
40
,42
1 
40
,42
1 
40
,42
1 
40
,53
0 
40
,53
0 
40
,42
1 
40
,42
1 
40
,27
6 
40
,27
6 
40
,05
6 
40
,05
6 
38
,97
0 
38
,97
0 
39
,43
2 
39
,43
2 

小
　
　
計

29
,60
6 
29
,60
6 
28
,63
4 
28
,63
4 
45
,79
3 
45
,79
3 
45
,79
9 
45
,79
9 
45
,93
2 
45
,93
2 
45
,80
5 
45
,80
5 
45
,65
0 
45
,65
0 
45
,43
1 
45
,43
1 
43
,65
6 
43
,65
6 
42
,64
1 
42
,64
1 

騒
音
・
振
動

34
1 

60
5 

33
3 

62
3 

33
4 

62
4 

31
1 

61
1 

31
2 

61
2 

31
2 

61
2 

31
2 

61
2 

30
3 

59
4 

31
5 

59
5 

31
4 

61
4 

気
象
・
交
通
量
※

9,0
82
 
9,0
82
 
9,5
05
 
9,5
05
 
9,5
20
 
9,5
20
 
8,2
62
 
8,2
62
 
8,3
17
 
8,3
17
 
8,2
85
 
8,2
85
 
8,3
82
 
8,3
82
 
8,3
83
 
8,3
83
 
8,4
12
 
8,4
12
 
8,0
78
 
8,0
78
 

合
　
　
　
　
　
計

74
,00
8 
76
,08
0 
79
,12
5 
83
,57
0 
96
,37
6 
10
0,9
15
 9
3,6
39
 9
6,9
19
 9
2,5
59
 9
5,8
75
 9
1,5
66
 9
4,8
82
 9
2,8
17
 9
6,1
33
 9
2,0
47
 9
5,4
46
 9
0,7
14
 9
4,1
02
 8
8,9
57
 9
4,8
13
 

※
連
続
自
動
測
定
に
つ
い
て
は
、
１
地
点
１
項
目
１
日
分
を
１
検
体
と
し
て
算
出
。

－23－



 
課
名
　
水
質
・
環
境
課

年
　
度

種
　
類

23
24

25
26

27
28

29
30

元
２

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

検体
数

項目
数

事
業
場
排
水

21
6 
1,3
38
 
19
5 
1,2
83
 
20
1 
1,4
03
 
21
1 
1,4
51
 
20
9 
1,4
75
 
23
4 
1,6
03
 
23
2 
1,5
20
 
16
6 
1,4
31
 
19
1 
1,4
37
 
17
7 
1,3
42
 

産
業
廃
棄
物
処
理
施
設
関
係
等

30
 
81
1 

28
 
79
9 

30
 
89
4 

27
 
80
9 

27
 
80
9 

30
 
88
9 

31
 
91
4 

33
 
99
8 

31
 
98
4 

26
 
82
6 

環　 境

河
川
水
・
海
水

16
1 
1,3
50
 
13
7 
1,2
59
 
14
9 
1,3
92
 
15
1 
1,5
08
 
14
6 
1,4
11
 
17
6 
1,6
75
 
16
2 
1,5
37
 
18
2 
1,7
28
 
16
9 
1,6
45
 
12
8 
1,2
50
 

底
質
・
土
壌

6 
30
 

3 
21
 

3 
21
 

3 
21
 

0 
0 

3 
21
 

3 
21
 

3 
21
 

3 
21
 

3 
21
 

地
下
水

10
1 

99
5 

93
 
84
7 

75
 
58
8 

86
 
76
8 

75
 
64
7 

64
 
56
4 

67
 
59
9 

68
 
65
0 

59
 
50
6 

57
 
50
2 

生
物

0 
0 

0 
0 

0 
0 

16
 
50
0 

5 
80
 

18
 
47
7 

13
 
49
4 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

そ
の
他

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

19
 

19
 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

小
　
　
計

26
8 
2,3
75
 
23
3 
2,1
27
 
22
7 
2,0
01
 
25
6 
2,7
97
 
24
5 
2,1
57
 
26
1 
2,7
37
 
24
5 
2,6
51
 
25
3 
2,3
99
 
23
1 
2,1
72
 
18
8 
1,7
73
 

事 件 ・ 苦 情 対 応

事
業
場
排
水

18
 

44
 

8 
53
 

4 
6 

4 
6 

3 
3 

2 
2 

1 
1 

7 
28
 

2 
2 

2 
14
 

河
川
水
・
海
水

0 
0 

0 
0 

0 
0 

50
 

99
 

30
 

34
 

7 
56
 

4 
29
 

18
 

43
 

9 
14
2 

9 
14
2 

底
質
・
土
壌

0 
0 

4 
4 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

4 
48
 

0 
0 

地
下
水

30
 
11
5 

32
 
13
6 

29
 

38
 

29
 

29
 

0 
0 

0 
0 

4 
30
 

46
 
13
1 

0 
0 

0 
0 

飲
料
水

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

そ
の
他

0 
0 

0 
0 

0 
0 

1 
1 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

11
 
42
1 

0 
0 

小
　
　
計

48
 
15
9 

44
 
19
3 

33
 

44
 

84
 
13
5 

33
 

37
 

9 
58
 

9 
60
 

71
 
20
2 

26
 
61
3 

11
 
15
6 

飲
料
水

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

2 
26
 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

鉱
泉
水

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

合
　
　
　
　
　
計

56
2 
4,6
83
 
50
0 
4,4
02
 
49
1 
4,3
42
 
57
8 
5,1
92
 
51
4 
4,4
78
 
53
6 
5,3
13
 
51
7 
5,1
45
 
52
3 
5,0
30
 
47
9 
5,2
06
 
40
2 
4,0
97
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８　研修等技術指導状況（令和２年度）
担当課 研修又は講演会 内　　容 開催日 場所・参加人員 主　　催

全　体

保健所衛生担当職員
技術研修

バイオハザード、細菌検査の
基本的な操作、検体搬送時の
注意点、遺伝子検査の基本、
食品検査施設における信頼性
確保、衛生動物

　2. 6.18
～ 6.19

保健環境研究所
 11名

健康福祉総務課

保健所環境担当職員
技術研修

放射線モニタリング、水質事故
対応

2. 6.25
～ 6.26

保健環境研究所
 12名

健康福祉総務課

細菌・
ウイルス課

中丹西保健所検査担
当職員専門研修

新型コロナウイルスPCR検査
実習

2. 5.18
中丹西保健所
 ４名

保健環境研究所

京都府臨床検査技師
会研修

新型コロナウイルス検査基
本、検体採取実習、病原体等
の国内郵送について

2. 6.14
保健環境研究所
 50名

保健環境研究所
京都府臨床検査
技師会

保健所衛生担当職員
技術研修

バイオハザードの講義、ノロ
ウイルス、食中毒検査の基本、
検体搬送時の注意点、レジオ
ネラ検査、弁当及びそうざい
の衛生規範、細菌検査実習（そ
うざい、カンピロバクター等）

2. 6.18
～ 6.19

保健環境研究所
 11名

健康福祉総務課

京都府臨床検査技師
会研修（実技）

新型コロナウイルス検査
実習、リアルタイムPCR、
LAMP法

2. 6.29
2. 7. 3
2. 7. 8

保健環境研究所
 50名

保健環境研究所
京都府臨床検査
技師会

京都府臨床検査技師
会研修（WEB）

新型コロナウイルス検査基
本、検体採取実習、病原体等
の国内郵送について

2.12.22
保健環境研究所
 30名

保健環境研究所
京都府臨床検査
技師会

京都府臨床検査技師
会講演会（WEB）

新型コロナウイルスの現状、
変異株の出現、様々な検査法
について

3. 3. 6 京都保健衛生専門学校
保健環境研究所
京都府臨床検査
技師会

理化学課

ＧＭＰ導入／復帰研修
医薬品製造所に立入調査を行う
調査員任命のための教育訓練

2. 4.22
薬事支援センター
 ９名

薬務課

保健所衛生担当職員
技術研修

理化学検査の概要について
検体搬送時の注意点

2. 6.19
保健環境研究所
 11名

健康福祉総務課

大気課

保健所技術職員研修
放射線モニタリング、アスベ
ストサンプリング、ばい煙測
定について

2. 6.25
～ 6.26

保健環境研究所
 12名

健康福祉総務課

放射線モニタリング
所内基礎研修

環境放射線測定業務の基礎の
習得

2.10.13 
2.10.21

保健環境研究所
 12名

保健環境研究所

水質・
環境課

保健所技術職員研修
採水業務の注意点及び水生生
物による水質評価等について

2. 6.25
保健環境研究所
 12名

健康福祉総務課

食　品
G L P

保健所検査担当者・衛
生担当指導者等研修

食品衛生検査施設における信
頼性の確保について

2. 6.19
保健環境研究所
 11名

健康福祉総務課
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９　主要備品の整備状況（令和２年度）
 （注）100万円以上

［購入］
（１）新型コロナウイルス感染症対策関連備品

○　微量高速遠心機      （新規）　２台

○　等温遺伝子増幅装置      （新規）　１台

○　抗原定量装置      （新規）　２台

（２）理化学検査関連備品

○　精密電子天秤      （更新）　１台

（３）環境大気測定関連備品

○　窒素酸化物自動計測器     （更新）　１台

○　オキシダント自動計測器     （更新）　３台

（４）放射線測定関連備品

○　ゲルマニウム半導体検出器用液体窒素凝縮装置  （新規）　２台

［寄附］
新型コロナウイルス感染症対策関連備品

○　リアルタイムPCR      （新規）　１台

－26－



Ⅲ　附　　属　　資　　料



障害者支援課 地域支援・企画係、認定・精神係、福祉サービス・障害児支援係、
スポーツ・文化芸術等社会活動推進係

１　京都府庁部課一覧表（関係分）　　※令和３年４月１日現在

知　事

副知事

危機管理監

府民環境総務課 総務企画係、経理係

エネルギー政策課 エネルギー政策係

循環型社会推進課 循環・リサイクル係、産業廃棄物係、不法投棄等対策係

自然環境保全課 自然環境係、自然公園係

環境管理課 指導係、大気係、水質係

地球温暖化対策課 企画・推進係

公営企画課 総務経理係、経営戦略係、水道行政・広域化係

健康福祉総務課 総務係、経理係、企画調整係

高齢者支援課 介護計画・企画係、事業所・福祉サービス係、
介護予防・認定係、地域包括ケア推進係

医療保険政策課 あんしん医療推進係、国保運営安定化係

リハビリテーション支援センター リハビリテーション支援係

地域福祉推進課 地域福祉・福祉のまち推進係、福祉人材・法人指導係、
生活困窮・自殺対策推進係、生活保護係、恩給・援護係

家庭支援課 家庭福祉係、非行少年・ひきこもり対策係、
ひとり親家庭支援係

こども・青少年総合対策室 子育て環境推進係、青少年係、
保育・子育て支援係、母子保健係

ワクチン接種対策室 企画調整係、事業推進係、山城北部担当、京都市域・山城南部担当、
南丹・乙訓担当、中丹担当、丹後担当

健康対策課 健康長寿係、がん対策係、疾病対策係、感染症対策係

医療課 病院事業・企画係、地域医療係、医療人材確保係、医務・看護係

生活衛生課 生活営業係、食品衛生係、動物愛護係

薬務課 薬物対策・企画係、審査係

健　
　

康　
　

福　
　

祉　
　

部

府　

民　

環　

境　

部

保健所（７）

保健環境
研究所
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２　行政機関一覧

行政機関名 所　在　地 電話（代表）

●　府　保　健　所

乙 訓 保 健 所
（山城広域振興局健康福祉部） 〒617-0006　向日市上植野町馬立８ 075-933-1151

山 城 北 保 健 所
（山城広域振興局健康福祉部） 〒611-0021　宇治市宇治若森７－６ 0774-21-2191

山城北保健所綴喜分室 〒610-0331　京田辺市田辺明田１ 0774-63-5745

山 城 南 保 健 所
（山城広域振興局健康福祉部） 〒619-0214　木津川市木津上戸18－１ 0774-72-4300

南 丹 保 健 所
（南丹広域振興局健康福祉部） 〒622-0041　南丹市園部町小山東町藤ノ木21 0771-62-4751

中 丹 西 保 健 所
（中丹広域振興局健康福祉部） 〒620-0055　福知山市篠尾新町１丁目91 0773-22-5744

中 丹 東 保 健 所
（中丹広域振興局健康福祉部） 〒624-0906　舞鶴市倉谷1350－23 0773-75-0805

丹 後 保 健 所
（丹後広域振興局健康福祉部） 〒627-8570　京丹後市峰山町丹波855 0772-62-0361

●　京　　都　　市

衛 生 環 境 研 究 所 〒612-8369　京都市伏見区村上町395 075-606-2676

●　国

厚 生 労 働 省 〒100-8916　東京都千代田区霞が関１－２－２ 03-5253-1111

環 境 省 〒100-8975　　　　　　　　〃 03-3581-3351

文 部 科 学 省 〒100-8959　東京都千代田区霞が関３－２－２ 03-5253-4111

国 立 感 染 症 研 究 所 〒162-8640　東京都新宿区戸山１－23－１ 03-5285-1111

　 〃　 村 山 庁 舎 〒208-0011　東京都武蔵村山市学園４－７－１ 042-561-0771

国 立 医 薬 品
食 品 衛 生 研 究 所 〒210-9501　神奈川県川崎市川崎区殿町３－25－26 044-270-6600

国立保健医療科学院 〒351-0197　埼玉県和光市南２－３－６ 048-458-6111

国立健康・栄養研究所 〒162-8636　東京都新宿区戸山１－23－１ 03-3203-5721

国 立 環 境 研 究 所 〒305-8506　茨城県つくば市小野川16－２ 029-850-2314
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４　庁舎平面図

（Ｂ１）
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